
（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
委託事業実施状況報告

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

100% 96% 96%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
委託事業実施状況報告

一般会計、労働保険特別会計雇用勘定

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
雇用保険法第63条第１項第８号

主要政策・施策

達成度 ％

％

370

（平成27年度まで）3年間の
技能実習を修了できなかっ
た実習生の割合を20％以
下とする
（平成28年度）3年間の技能
実習を修了できなかった実
習生の割合を前年度以下
とする。

実施方法

定量的な成果目標

26年度

技能実習制度推進事業 担当部局庁 人材開発統括官付 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 海外人材育成担当参事官室
参事官（海外人材育成担
当）
山田　敏充

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

社会保障、その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

①受入れ団体（監理団体）・企業（実習実施者）に対する巡回指導、技能実習計画の受付・審査、技能実習生に対する母国語電話相談の設置、技能実習の継
続支援等の実施
②技能等の評価についての評価試験の受験指示や結果把握
③技能実習２号移行対象職種の拡大に関する業界団体等からの相談対応、職種追加に向けた評価試験の構築・認定
④企業の技能実習指導員に対する講習会の開催及び円滑な連絡体制を構築するための地方関係行政機関との連絡協議会等の実施

- -

337

- -

- -

（平成28年度まで）3年間の
技能実習を修了できなかっ
た実習生の割合

-

％

-

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

350

--

337

平成５年度
事業終了

（予定）年度
平成２９年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

適正かつ効果的な技能実習の確保の指導援助及び技能実習生の技能等の適正な修得等の確保を図るほか、移転すべき技能として適当な職種について、
開発途上国等のニーズを考慮しながら随時技能実習対象職種に追加していくことで、もって開発途上国に対する積極的な技能移転を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） ％

平成２９年度行政事業レビューシート 厚生労働省

執行額

337 370 350 252 0

354 336

執行率（％） 100% 96% 96%

（平成29年度）巡回指導に
おいて改善指導を行った実
習実施機関のうち改善した
（又は改善見込みの）機関
の割合90％以上

巡回指導による改善率

成果実績 ％

目標値

-

-

-

- - - - -

- 90

技能実習制度推進事業運営基本方針（平成５年４月５日厚
生労働大臣公示）
「『日本再興戦略』改訂2014年」（平成26年６月24日閣議決
定）

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

93.5 86.2

20

23.2 22.2

23.2

104.5 -

-

-

- -

252 0

関係する計画、
通知等

達成度

21.5

-

20

年度 年度-

29 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

- - - - -

- - -

1

0.4

0.2

35

252 0

事業番号 　 0832

-

29年度当初予算

216

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

［雇用勘定］（目）若年者等
職業能力開発支援事業委

託費
［雇用勘定］（目）委員等旅

費

［雇用勘定］（目）諸謝金

［雇用勘定］（目）庁費

［一般会計］（目）政府開発
援助技能実習制度推進事

業等委託費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

-

30年度要求

0

0

0

0

0

（速報値） 



政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

1,000

-

-

- -

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

移転すべき技能として適当な職種について、開発途上国等のニーズを考慮しながら随時技能実習対象職種に追加していくことにより、開発途上国に
対する積極的な技能移転を図る。

政策 国際社会への参画・貢献を行うこと（Ⅺ―１）

定量的指標 単位 26年度

-

技能実習制度は、技能実習生を対象に、技能評価試験を行
い、適切に技能を修得することができたかを評価する制度と
なっている。当該評価制度については、全国斉一的・中立的
に評価制度を構築・認定することが必要であるため、本事業
の実施は、地方自治体、民間等に委ねることは困難である。

○

年度 - 年度

-
実績値 - - - -

目標値 - - - - - -

27年度 28年度

施策 開発途上国の人材育成等を通じた国際協力を推進し、連携を強化すること（Ⅺ―１―２）

測
定
指
標

中間目標 目標年度

-

評　価項　　目

技能実習制度は、国が制度の管理・運用をしている国際協
力の一つであって、全国で制度が活用され、数多くの技能実
習生が受け入れられている。また、国が制度を運用している
ことから、制度の運用について、国自ら責任を持って、制度
の適正化等を推進することが必要である。このため、本事業
については、国費を投じなければ事業目的が達成できない
ものである。

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式 　　/

1,103

26年度 27年度 28年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

252,111,000円/228,588人

29年度活動見込

2,008 1,839 1,470

活動実績

28年度

円

単位

計画開始時

技能実習生受入れ企業・団体に対する巡回指導件数

28年度 29年度

- - -

○

単位
-

件

354,322,364
円

/192,655人

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

本事業は、受入れ団体や企業を対象とする巡回指導による
労働関係法令等の遵守の徹底、技能実習生を対象とする技
能評価制度の構築・認定による技能移転のための適切な制
度の構築を行っている。本事業の実施により、政策目的(成
果目標)である技能実習生が3年間で所定の技能を修得でき
る体制が推進されることから、優先度の高い事業である。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

27年度 28年度

-

単位

単位当たりコスト ＝ Ｘ ／ Ｙ

Ｘ：「各年度執行額」
Ｙ：「各年の技能実習生の外国人登録者数」

単位当たり
コスト

-

-

-

年度 年度

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

-

-

○

国
費
投
入
の
必
要
性

7,000 6,500 5,000

336,557,622
円

/167,641人

27年度

336,008,782
円

/228,588人

改革
項目

分野： - -

-

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

適正かつ効果的な技能実習の確保の指導援助及び技能実習生の技能等の適正な修得等の確保を図る。

-

- -
定量的指標

7,210 7,112 6,199

年度

26年度

26年度

実績値 - -

単位

－

施策 若年者等に対して段階に応じた職業キャリア支援を講ずること（Ⅴ―２―１）

政策 働く者の職業生涯を通じた持続的な職業キャリア形成への支援をすること。（Ⅴ―２）

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(
第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



-

外国人技能実習機構に対する交付金0606

厚生労働省

事業番号 事業名所管府省名

　 技能実習生に対する事故・疾病防止対策等事業0370

厚生労働省

○

-

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

本事業の費目・使途については、その全てのものが制度の
管理・運用に係るものであり、費目・使途が事業目的に即し
真に必要なものに限定されている。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

平成29年11月１日に「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律」が施行される事により、本事業で行ってきた取り
組みについては、施行後は外国人技能実習機構において実施されることとなるため、本事業については平成29年度限りで廃止とする。

本事業については、国費投入の必要性、事業の効率性、事業の有効性を踏まえ、行政事業として適切に行ってきたものである。

○

本事業により構築・認定された技能評価制度については、そ
の全て（２０職種）が技能実習生の取得技能の評価において
十分に活用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

「技能実習生に対する事故・疾病防止対策等事業」について
は、技能実習生が、母国との生活習慣等の相違に起因する
安全衛生面での問題や、言語の相違等による意思疎通の不
備からくるストレスによるメンタルヘルス上の問題等、技能実
習生特有の状況を踏まえた事故・疾病防止対策を行うもの
であり、本事業とは重複していない。
「外国人技能実習機構に対する交付金」については、「外国
人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関す
る法律」の施行後に実施するものである。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

個々の企業の状況に合わせた効果的な指導を実施してい
る。また、事業の内容が他の手法と同様の効果が見込めか
つ経費を削減する手法であることを委託先と協議し、確認し
た上で、事業を実施している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

概ね適切に執行されていたが、委託先選定については、競争環境の改善を図ったものの、依然として１者応札、１者応募が続いていた。但し、H29年度で事業は
終了するため、今後は、新たな法律と実施主体の下で新制度が効率的に運用されるよう、本事業のノウハウの適切な共有を期待する。

本事業は平成29年度をもって終了することとする。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

従来は企画競争方式としていたが、平成29年度以降、全て
の事業について最低価格方式による競争入札としている。
１者応札の改善策として、前年度と比較して公示時期を早め
ることで、事業開始までの準備期間を確保した。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

予
定
通
り

終
了

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

技能実習生が増加しているにもかかわらず、予算が削減さ
れる中、巡回指導の対象を問題が疑われる団体又は企業に
重点化するとともに、技能実習生全体への保護、支援業務
は一定の質の担保の上、提供することで、単位あたりのコス
トは大きく変動しないように効率的な事業の執行に努めてい
る。

○

‐

○

事業は当初の予定どおりの成果を達成したため、平成29年度をもって終了すること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

事業の内容が他の手法と同様の効果が見込めかつ経費を
削減する手法であることを委託先と協議し、確認した上で、
事業を実施している。

行政事業レビュー推進チームの所見

3年間の技能実習を修了できなかった実習生の割合は前年
度以下となり、成果目標に見合ったものとなっている。

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

これまでの本事業の実施状況を踏まえ、活動見込みをたて
ており、活動実績は当該見込みに見合ったものである。

終
了
予
定

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

無

点検結果

-

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

946

850

829

817

849

718

860平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

平成22年度

厚生労働省 
  ３３６百万円 

委託【一般競争契約（最低価格）】 

Ａ．（公財）国際研修協力機構 
    ２７２百万円 

  （速報値） 

C.本省事務費 

  0.2百万円 

 適正かつ効果的な技能実習の確保の指
導援助及び技能実習生の技能等の適正な
修得等の確保を図るほか、移転すべき技
能として適当な職種について、開発途上
国等のニーズを考慮しながら随時技能実
習対象職種に追加していくことで、もっ
て開発途上国に対する積極的な技能移転
を図る。 

A 
①受入れ団体（監理団体）・企業（実習実施者）に対する巡回指導、技能実
習計画の評価、技能実習生に対する母国語電話相談の設置等の実施 
②技能等の評価についての評価試験の受験指示や結果把握 
③企業の技能実習指導員に対する講習会の開催及び円滑な連絡体制を構
築するための地方関係行政機関との連絡協議会等の実施 
 
B 
①技能実習２号移行対象職種の拡大に関する業界団体等からの相談対応、
職種追加に向けた評価試験の構築、技能実習の継続支援等の実施 

Ｂ．（公財）国際研修協力機構 
  ６４百万円 

委託【随意契約（企画競争）】 



支出先上位１０者リスト

A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

(公財)国際研修協力
機構

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

－－

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 － － － － － － －

9

人件費

金　額
(百万円）

A.（公財）国際研修協力機構

消費税

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

本部、地方スタッフ

5

管理費 通信運搬費、借料等

諸謝金、旅費、印刷製本費等

29 管理費

使　途

事業費

本部、地方スタッフ 117 人件費 47

3

消費税

B.（公財）国際研修協力機構
金　額

(百万円）

106

通信運搬費、借料等

費　目 使　途

20

計 272 計 64

事業費諸謝金、旅費、印刷製本費等

費　目

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争入札 1 99.2％

法　人　番　号

5010405010497 272

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

－

技能実習制度の適正かつ
円滑な推進を図るため、技
能実習生受入れ機関に対
する巡回指導、技能実習生
に対する母国語電話相談、
技能実習計画の評価、技
能実習指導員の養成等を
行う。

96.1％1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

(公財)国際研修協力
機構

5010405010497

技能実習２号移行対象職
種の拡大に関する業界団
体等からの相談対応、職種
追加に向けた評価試験の
構築・認定、技能実習の継
続支援等を実施する。

64
随意契約

（企画競争）
1 －

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

（速報値） 


